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セミナーD：
IFA/EU
最近のEUの動向
“Recent EU Developments”



議論の内容

１．租税回避防止パッケージ

（Anti-Tax Avoidance Package）

２．国家補助

（State Aid）
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国家補助（State Aid）とは（１）
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欧州連合の機能に関する条約（TFEU）

107条 本条約に別段の定めがある場合を除き、形式を問わず
加盟国により供与される補助又は国家の資金により供
与される補助であって、特定の事業者又は特定の商品
の生産に便益を与えることにより競争を歪曲し又はその
おそれがあるものは、加盟国間の通商に影響を及ぼす
限り、域内市場と両立しない。

【要件】

① 便益または便宜とみなされる補助

② 特定の事業者又は特定の生産に便宜を図る

（選別性：selectivity)

③ 国家により、または国家の資金を使って供与される

④ 競争をゆがめる、又は加盟国間通商に影響を与える



国家補助（State Aid）とは(2)
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「国家」の定義・・・地方政府や公企業も含む

「補助」の形態・・・「形態のいかんを問わない」

優遇税制も含まれる

「選別性」テスト（３ステップ）

① 通常のルールの検討

② 通常のルールから逸脱しているか

③ 「制度の性格又は一般的な枠組み」による正当化の可否



国家補助（State Aid）-「選別性テスト」の限界(１)
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税収増を目的とする税：

・ 特定の業種に対して社会保険料を軽減

（C-173/73 Italy vs Commission）

・ 銀行の合併と組織再編について税を軽減

（C-66/02 Italy）

規制的な税：

・ 英国砂利税事件

（C-487/06 British Aggregates）

－環境保護の観点かつ砂利の再使用を促進する観点から導入

－一定の砂利には不適用

－砂利税を負担する必要のない者を優遇しているか？



国家補助（State Aid）-「選別性テスト」の限界(２)
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【ジブラルタル事件（C-106/09、107/09】

・ ジブラルタルの法人税制の改正が対象

→一見全ての法人を対象にしているようであるが、いくつかの

制度の組合せによって改正後も改正前と同様の法的効果を

生じ、オフショア法人の税負担が著しく軽減するもの

・ 欧州委員会により国家補助と決定が下された

・ 一般裁判所（General Court）で「選別性」テストの不在が問

題となる

・ 欧州司法裁判所では、「選別性」テストを行わなくても優遇の

事実が効果として生じているため国家補助と認定



国家補助（State Aid)と独立企業間原則
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【ベルギー超過利益制度】

欧州委員会の決定： 国家補助に該当

決定の中で独立企業間原則について言及

「TFEU107条の検討にあたり、独立企業間原則は107条の

構成要素となる」

「委員会が適用する独立企業間原則は、OECDモデル9条や

移転価格ガイドラインに因るものではない」

「（独立企業間原則は）107条の解釈に含まれる“一般的な

課税の公平の原則“である」

「（OECDモデルや移転価格ガイドラインと異なり）加盟国を

拘束する」



マクドナルド事件(1)
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McD Europe

US Branch

PE?

二重非課税事案

マクドナルドの税務アドバイザーの見解

・ ルクセンブルクの国内法の解釈上、米国にル
クセンブルク法人のPEあり
・ 米-ルクセンブルク条約23条により米国のPE

に帰属する所得はルクセンブルクにおいて免除
される（国外所得免除方式）
・ 米国国内法の解釈上、米国支店はPEとはな
らない
・ 23条の適用は、PEが米国当局に認識されて
いるか否かを問わない。

↓

ルクセンブルク当局は、上述の見解を認めた
（ルーリング）

↓

ルクセンブルク当局は、自国の国内法及び租税
条約を逸脱し、マクドナルドへ選別的な優遇を与
えているか？

Lux

US



マクドナルド事件(2)
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欧州委員会の見解

米ル租税条約25条2項(a)により、ルクセンブルクは「（当該PE所得
が）米国で課税される場合は」当該所得の免除をすべきである

↓

OECDモデル租税条約コメンタリ（32.6）
米国が、条約の適用により所得に課税できないと考えている場合
は、ルクセンブルクは、所得が米国で課税されないと考えるべき
である。

↓

米国はPEなし＝米国で課税できないと考えている
↓

ルクセンブルクは、25条2項(a)の適用（所得の免除）はできない



マクドナルド事件(3)
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パネリストの見解

・ 欧州委員会が参照したOECDモデル条約コメンタリ32.6（OECDモデル租
税条約23条1項 二重課税の排除関連）は国内法の規定が異なるために起
こる租税条約の適用条項の抵触から生じる二重非課税を対象としている

・ 一方、23条4項は事実関係又は租税条約の規定に関する解釈の違いから
生ずる二重非課税を対象としている

・23条４項が適切だが米-ルクセンブルク条約には23条4項に該当する規定な
し

・23条1項を適用するとしても、引用しているコメンタリ32.6は米-ルクセンブル
ク条約締結後に追加されたもの



アップル事件(1)

11※ 欧州委員会プレスリリース資料より



アップル事件(2) - 米国との関係
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・ （欧州委員会の決定は）政治的なたわ言であり、アップルはター
ゲットにされている。払わなくていいと言っている政府に対して過
去に遡って払えと言われることは、今までにないことである。（アッ
プル最高経営責任者 ティム クック）

・ 米国の税基盤に手を伸ばし、米国の課税対象となるべき所得に
課税しようとしている（ルー財務長官）

・ ひどい決定だ。ある企業に対し、何年も経った後に今更巨額の
追徴税を突き付けて制裁を科すことがまかり通れば、大西洋をは
さむ両地域の雇用創出に向けて間違ったメッセージを送るのは間
違いない。多くのヨーロッパ諸国の税制からも逸脱するものだ（ラ
イアン下院議長）



国家補助（State Aid）- 米国との関係
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米国の見解
・ 稀にみる意見の一致・・・両政党、両議会、財務省、企業、税務アドバイザー
・ アメリカ企業をわざと狙っている
・ 米国の税基盤を侵食し、独立企業間価格に反して過大にEUに分配しようとしている

負担された税額は米国で税額控除を要求されるだろう
・ 独立企業間原則と国家補助規制の解釈を遡及して変更し、遡って追徴するもの
・ 米国の全世界課税制度を狙った、領土主義課税制度圏からの節操のない行動
・ 低い実効税率を利用しているのは米国企業ばかりではない

本当の背景は何か
・ 高税率の加盟国がEU内の税競争を抑えようとしているのではないか？
・ 経済大国の国際法人課税を市場ベース、消費ベースの課税に変えたいという願望？

・ 企業に対して「公正な取り分に対する課税」を主張して政治家が人気を得ようとしてい
る？
・ 欧州委員会が共通連結法人課税を推し進めたいから？
・ 第三国との貿易課題？



国家補助（State Aid）-まとめ
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・ 欧州委員会の加盟国の課税権に対する決定が厳しくなっている

・ EUはグローバルなレベルでの「公平な競争条件（level playing 

field」を達成することができるのか？

・ 欧州委員会の決定は欧州司法裁判所の判決が出るまでは確
定しない→法の不確実性
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セミナーF：
裁判官セミナー
“Judges Panel”



議論： 税法に対して裁判所の権限はどこまで及ぶか

財産権を侵害する税法、恣意的な区別を行う税法、遡及的
な税法

課税に憲法上の限界はあるか（過大な課税）

Halbteilungsgrundsatz（五公五民原則）

違憲性を判断する際に国家財政の事情は判断する余地が
あるか

税法の合憲性の判断に、どのような要素が考慮されるか

（例） 違憲性の疑わしい区別（性別、人種、宗教・・）

疑わしさの少ない区別（法人/自然人、居住者/非

居住者・・・）
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ケース１： 遡及的濫用防止規定

A国のA銀行が、B国との二国間租税条約を利用した租
税回避スキーム（スキームの効果により実効税率が45
％から4％に減少）を個人事業者に対して販売

課税当局は当該スキームを否認し、納税者に対して課
税処理

課税案件の係争中に、国会は、スキームの効果を５年
間遡及して否認できる法律を立法

裁判所は、課税案件を遡及法案に基づき課税当局有
利に判断
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欧州人権条約 議定書第１条（財産の保護）

すべての自然人又は法人は、その財産を平和的に享
受する。何人も、公益のために、かつ、法律及び国際法
の一般原則で定める条件に従う場合を除くほか、その財
産を奪われない。

ただし、前の規定は、国が一般的権利に基づいて財産
の使用を規制するため、又は税その他の拠出若しくは罰
金の支払いを確保するために必要とみなす法律を実施
する権利を決して妨げるものではない。
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思考過程

ステップ１：「財産」の保有

-「財産」は、現存する財産、又は資産であり、「正当な期待

（legitimate expectation)」を主張しうるような「請求権」も

含まれる

ステップ２：財産権に対する介入の有無

ステップ３：ステップ２の介入は合法的か

ステップ４：法は、正当な目的を追及しているか

ステップ５：比例性（proportionality)

-一般的利益の要請と、個人の権利保護の要請との間にお

ける「公正な均衡」はあるか
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ヒューイトソン事件(1)

ステップ１：検討されず

ステップ２：介入の存在あると推定

ステップ３：言及されず

ステップ４：条約加盟国は、特に税法の立案・執行に際し、幅

広い評価の余地（wide margin of appreciation)が

あり、裁判所は、合理的な根拠が欠けている場合

を除き、立法者の判断を尊重する

本件において、立法者の趣旨は二国間租税条約

濫用防止→財政政策の合法的かつ重要な目的

であると判断
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ヒューイトソン事件(2)

ステップ５

・ 遡及法は、それ自体議定書１条に反するものではない

・ 以下の理由により、「公正な均衡」は侵害されていない

（１）スキームの利用者数や税収減を考慮して制定された

遡及法は、国会の裁量権の範囲内にある。

（２）作為的なスキームに対し、事前の影響測定や訴訟手

続きは不要である

（３）課税当局は、スキームが信頼できると言及したことは

ない

（４）国会が、全ての納税者を公平に取り扱う措置を講ずる

ことは、納税者にとって予測可能であった
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○ 南アフリカ

・ 一般的租税回避否認規定（GAAR）で対応

・ GAARでの対応ができない場合は経済的実質主義（

Substance Doctrine）により判断
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○ ドイツ

・ 成文法に反していると言えない行為は合法

・ GAARによって租税回避と判断する余地はあり

・ 遡及法によって課税はできない



ケース２： 財政赤字回復のための遡及法

2013年9月に、政府は財政赤字回復を目的とした「特
別雇用者税」の導入を発表

2014年1月から適用開始

雇用者が被用者に支払う給与に対し課され、被用者１
名につき、15万ユーロを超えた部分に課税

2013年に支払われた給与から適用

納税義務者は雇用者であり、被用者に納税義務を転
嫁できない
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問題点

2013年9月に導入が発表されたにも関わらず、2013年
に支払われた給与全額から対象

2013年の給与には、2013年度当初に支払われた賞
与も含まれるが、賞与の計算はその前年の実績に基
づき計算

高額の所得を有する個人事業者は対象とならない

この税法は、憲法上、又は法的安定性や財産権の保
護、無差別原則を定める条約上問題はないか
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○ オーストラリア

・ オーストラリアには、基本的人権を定める権利章典はなく、
財産権の保護を定める憲法上の権利もない

・ 国会議員は、法案を提出する際に、その法案が人権に反し
ていないことを評価し、文書で提出する必要がある（人権法8
条(3)）

・ ただし、8(3)に違反した場合においても、法の有効性や執
行に影響はない。（人権法8条(5)）

・ 実際の評価書「本法案は、担税能力の高い者に負担可能
であり、国家財政赤字の修復のために必要かつ合理的な措
置である」
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○ ドイツ

１ 平等取扱いの原則

・ 税法の趣旨に照らすと、高額の給与所得者を雇用している
者が差別されている

・ 高額の給与所得者の雇用者は全て担税力があるとは限ら
ない

・ 財政赤字であるという立法理由は正当化できない

・ 実際に所得の高い被用者に課税すべき
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○ ドイツ（２）

２ 財産権

・ 財産権は、財産の使用は所有者の利益となることを保証し
ている→過剰な課税は違憲となる

・ 課税が過剰であるか否かは、税率のみでなく、課税ベース
がどのように構成されているかの検討も必要

・ 50％を超える税率が直ちに違憲となるわけではない

３ 遡及性

・ 全ての納税者を対象にして、年の途中において税率を上げ
ることは、禁止されている遡及性には該当しない
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○ 欧州人権裁判所

・ 通常は個別の事案を取扱うため、法の違憲性という抽象的
な審議は行わない

・ 財政赤字の回復を目的としていることは一般的な利益の範
囲内である

・ 財政赤字の回復（一般的な利益）と遡及法において個人の
権利の侵害の間に公正な均衡があるかどうかが比例性の原
則の判断材料となる。
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○ 議長の結論

コモン・ロー： エレファント・テスト
“ If it looks like tax, smells like tax, then it’s taxed.” 

シビル・ロー： 公正な均衡(fair balance)
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